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 1) 本稿では，湾岸諸国という言葉を用いる際，GCC（湾岸協力会議）を構成するサウジアラビア，クウ
ェート，アラブ首長国連邦(UAE)，バハレーン，カタル，オマーンの 6カ国を指すものとする。一般的に
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（的なインフラ）」・「超福祉」国家をきわめて短期間に完成させた。このような変化を遂げた湾
岸諸国の姿は，石油収入という「地代」に依存し，その「分配」をもとに成り立つ「レンティ











                                                          
 2) 代表的な著作としては Beblawi, Hazem, and Luciani, Giacomo, eds., The Rentier State, Croom 
Helm, 1987. が挙げられる。 
表 1 湾岸諸国における石油発見・生産開始年（含イラン・イラク） 
      利権協定締結   発見   生産開始 
イラン     1901        1908       1912 
イラク          1925        1927       1934 
バハレーン      1930        1932       1934 
サウジアラビア  1933        1938       1939 
クウェート      1934        1938       1946 
カタル          1935        1939       1949 
アブダビ        1939        1960       1962 
ドバイ          1937        1966       1969 
オマーン        1937        1965       1967 
（出所）Heard, David G., “Development of oil in the Gulf: the UAE in focus” In Rosemary Hollis, ed., Oil and 
Regional Development in the Gulf, The Royal Institute of International Affairs, 1998, p.38. 
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んだ。サウジアラビアはその苦境に耐え切れなくなり，1985 年 9 月，ついにその役割を放棄
するに至った。同年 12月の OPEC総会では，サウジアラビアのヤマニ(Yamani)石油相のイニ




表 2 1990年代スポット原油価格の変化 
                                米ドル／バレル 
      ドバイ   ブレント   ナイジェリア     WTI 
1989        15.68       18.20          18.30            19.68 
1990        20.50       23.81          23.85            24.50 
1991        16.56       20.05          20.11            21.24 
1992        17.21       19.37          19.61            20.57 
1993        14.90       17.07          17.41            18.45 
1994        14.76       15.98          16.25            17.21 
1995        16.09       17.18          17.26            18.42 
1996        18.56       20.80          21.16            22.16 
1997        18.13       19.30          19.33            20.61 
1998        12.16       13.11          12.62            14.39 
1999        17.30       18.25          18.00            19.31 
2000        26.24       28.98          28.42            30.37 
  WTI＝West Texas Intermediate（ウエスト・テキサス・インターメディエイト） 
〈出所〉BP Statistical Review of World Energy 2001 
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表 2 は 1990 年代の原油価格（スポット価格 3)）の推移，表 3 は中東産原油の指標であるドバ










が 1 バレルあたり 10 ドルを割り込むという，近年においてはまれに見る低価格であった。こ
の 1998 年の暴落の背景として，需要面では前年のアジア通貨危機による石油需要の減退が挙
げられる。加えて，そのような需要減退期にもかかわらず，1997 年 11 月のジャカルタでの
OPEC 総会で OPEC 生産枠上限を引き上げ（日量約 250 万バレル増），サウジアラビアや UAE








表 3 ドバイ・スポット平均価格 







〈出所〉BP Statistical Review of World Energy 2001 














に取引が行われているエネルギー先物市場にはロンドンの IPE(International Petroleum 


















                                                          
 4) 山崎秀人「エネルギー先物市場の変遷と現状」『国際資源』2001年 4月号，24‐29ページ。 
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るまでもない。また，サウジアラビアのアラムコに代表されるように，湾岸諸国の石油会社の
多くは国営ないしは資本の大多数を国家が所有している。それゆえ，石油収入は政府収入の基
幹となっている。表 5 は各国の石油の輸出収入と 1997 年の政府歳入における石油収入が占め
る割合を示したものである。まず，石油の輸出収入をみてみると，1998年の価格暴落と 2000
年の高騰の影響が一目瞭然である。サウジアラビアを例に取ると，1998年は 1997年の約 7割




ェートが 8割，サウジアラビアや UAEが 7割を超えているなど，湾岸諸国がいかに石油収入
に依存しているかがわかる 5）。 
                                                          





                   表 4 天然ガス価格  （米ドル／100万 Btu） 
     LNG                天然ガス          原油 
    日本(CIF) EU(CIF)  UK   USA    カナダ OECD 
1990     3.64 2.82               1.64     1.05 3.82 
1991     3.99 3.18               1.49     0.89 3.33 
1992     3.62 2.76               1.77     0.98 3.19 
1993     3.52 2.53               2.12     1.69 2.82 
1994     3.18 2.24               1.92     1.45 2.70 
1995     3.46 2.37               1.69     0.89 2.96 
1996     3.66 2.43      1.84     2.76     1.12 3.54 
1997     3.91 2.65      2.03     2.53     1.36 3.29 
1998     3.05 2.27      1.93     2.08     1.42 2.16 
1999     3.14 1.73      1.64     2.27     2.00 2.98 
2000     4.72 2.85      2.68     4.23     3.75 4.81 
・Btu＝British thermal unit（英国熱量単位）＝252cal＝1ポンドの水を華氏 40度から 1度上昇させるのに必要な熱量。 
・CIF＝CIF価格 
・UK＝Heron Index, USA＝Henry Hub, カナダ＝Alberta 
・OECD＝OECD諸国 CIF価格（100万 Btuあたり） 


















                                                          
6) Bourland, Brad, Impacts of the US Attacks on the Saudi Economy, Saudi American Bank（Riyadh）, 
October 7, 2001. 
表 5 GCC各国の 1972‐1998年の石油収入と 
輸出収入・政府歳入に占める石油収入の割合（1997年） 
 
                    石油輸出収入（単位：億ドル） 1997年の収入に占める割合 
1990年のドル価格換算 （％）  
 
 
1997 1998 2000  1972 1980 1986 1998  輸出 政府歳入 
バハレーン    52 59 
クウェート  118 79    162 85 288 71 64  85 81 
オマーン  52   29 74 
カタル  40  29  66 14 85 16 24  60 57 
サウジ  455 294 600 145 1627 214 236  90† 75 
UAE  137 93 191  33 299 68 75  38 70 
†1996年の数値 
〈出所〉Henry, Clement M., and Springborg, Robert, Globalization and the Politics of Development in the Middle 
East, Cambridge University Press, 2001, p.40. 
 



















                                                          
 7) 湾岸諸国は各国ともセンサスが整備されておらず，正確な人口はつかめない。表 6で用いたデータは出
所の著者 Andrzej Kapiszewskiが各国の公表している数値をまとめたものである。表 7も同様。 
 
表 6 1950～1997年の人口増加率（単位：％） 
                                     （年平均） 
       1950‐60 1960‐70 1970‐80 1980‐90 1990‐97 
バハレーン       3.0        3.5       4.7        3.8        3.0 
クウェート       6.2       10.4       6.3        4.5        1.0 
オマーン         2.0        2.7       4.2        4.4        5.8 
カタル           6.1        9.5       7.5        7.9        1.1 
サウジ           2.4        3.5       5.0        5.4        3.3 
UAE            2.6        9.5     16.4        4.6        6.3 
GCC平均        2.6        4.1       5.6        5.1        3.4 





















表 7 GCC諸国の人口構成（1997年） 
                              （単位：万人） 
       自国民 外国人 計 
バハレーン 38 24 62 
クウェート 74 141 212 
オマーン 164 61 225 
カタル 16 37 53 
サウジ 1350 600 1950 
UAE 66 204 270 
GCC合計 1708 1067 約 2770 
             四捨五入の関係上，合計が一致していない。 
〈出所〉Kapiszewski, Andrezej, Nationals and Expatriates, Ithaca Press, 2001, p.39. 















                                                          




































                                                          
 9) 小山堅「国際石油産業の再編成とメジャーの投資・経営戦略」『エネルギー経済』第 27巻第 1号（2001
年冬季），22‐24ページ。 
表 8 メジャーズの石油・ガス埋蔵量，生産量 （2000年） 
                                      単位：万バレル／日 
 原油，NGL 天然ガス 原油生産量 原油加工量 精製製品 天然ガス 
 埋蔵量※1 埋蔵量※2  販売量※3 
BPアモコ 73.25 30.349 190.3 281.2 454.4 59.17 
エクソン＊ 101.21 58.605 246.9 592.5 855.5 111.64 
トタール＊ 28.18 10.192 51.0 94.0 146.0 13.87 
シェル＊ 94.35 53.027 230.5 377.1 631.6 83.54 
シェブロン 43.64 10.317 104.3 148.8 228.9 43.66 
テキサコ 27.04 5.973 78.7 148.6 255.3 36.53 
メジャー計 367.67 168.463 901.7 1642.2 2562.7 348.41 
〈出所〉OPEC Annual Statistical Bulletin 2000 
 ＊エクソン＝エクソンモービル，トタール＝トタールフィナ・エルフ，シェル＝ロイヤル・ダッチ・シェル 
 ※1 億バレル（年末値）  ※2 兆平方フィート（年末値）  ※3 億平方フィート／日 






























                                                          























                                                          
12) 『日本経済新聞』1998年 12月 2日。 
 
表 9 GCC諸国の石油確認埋蔵量（2000年） 
            （単位：億バレル） 
  
表 10 GCC諸国の石油生産量（2000年） 
            （単位：万バレル／日） 
国名 埋蔵量 世界シェア(%)  国名 生産量 世界シェア(%) 
クウェート 965  9.2  クウェート 215 2.9 
オマーン 55  0.5 オマーン 96 1.3 
カタル 132  1.3  カタル 79.5 1.0 
サウジ 2617 25.0  サウジ 914.5 12.3 
UAE 978  9.3  UAE 251.5 3.2 
計  45.3  計  20.7 
〈出所〉BP Statistical Review of World Energy 2001 〈出所〉BP Statistical Review of World Energy 2001 











ウジアラビアの利権は 2000年 2月に失効。クウェートの利権は 2003年 1月まで残っている）。両国以外
では，オマーンと UAE が石油生産活動に外資を参加させている。オマーンでは，Petroleum 
Development Oman(PDO)が石油開発・生産を行なっており，その株式構成は，オマーン政府




油生産会社は国営の Abu Dhabi National Oil Company(ADNOC)であるが，その他 Abu Dhabi 






1997年に同国の最高石油評議会(Supreme Petroleum Council; SPC)が計画の概要を明らかに
した。その計画とは 2005年までにクウェート北部地方の油田からの産出量を現在の 2倍の 90
                                                          
13) 両国以外に，中東地域における上流部門への外資導入はイランが計画している。 




































                                                          
15) MEED, 18 May 2001, p.4. 
16) 保坂修司「クウェートの石油部門改革と外資導入」『国際資源』1999年 3月号，14－15ページ。 































                                                          
17) クウェート国憲法の条文については 浦野起央，西修編著『資料体系アジア・アフリカ国際関係政治社
会史 第 7巻 憲法資料：中東』パピルス出版，1979年，169－181ページ，を参照した。 
18) クウェート憲法第 152 条は，天然資源開発許可は一定の期間限定をしなければ付与してならない，と
定めている。 


















その後，各社の計画を審査するために，1999年 9月にはファイサル(Faisal bin Abdulaziz)
外相を議長とする閣僚レベルの石油委員会が創設された。この委員会は創設後すぐに，ファイ
サル外相が病気のため活動できない状態になり，その期間中は石油省やアラムコなどが委員会











                                                          
20) ポール・スティーブンス「サウディアラビア―石油資源の外国石油企業への門戸開放」『中東協力セン
ターニュース』2000年 8・9月号，60ページ。 
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にとってガス開発計画に参加する石油会社に対して 100％の出資を認めるという，大胆な政策
の転換であった。 
その後，開放する 3 地域のガス田を受け持つ企業連合を画策，2001 年 5 月に最高石油評議
会 21) を開催し，外国石油会社のサウジアラビアでのガス開発を決定した。6 月 3 日にはガス
田開発契約を 8社と調印し，1976年のアラムコ国有化以来 25年ぶりに上流部門を外資に開放
した。開放された 3地域のガス田のうち，最大の南ガワール（開発費 150億ドル）と紅海（同 50
億ドル）はエクソン・モービルが幹事社となり，シャイバ（同 50億ドル）はロイヤル・ダッチ・
シェルが幹事社に選定，主要な利権を獲得した。以後，2 地域の幹事社となったエクソン・モ
ービルは選定された他の企業とともに，南ガワールについては ExxonMobil Saudi Arabia for 



















































                                                          
24) Mahdavi, Hossein, "The pattern and problems of economic development in rentier states: the case of 
Iran" in M. A. Cook ed., Studies in the economic history of the Middle East, Oxford University Press, 
1970, pp.428-467. 
25) Beblawi, Hazem, and Luciani, Giacomo, "Introduction" in Beblawi, Hazem, and Luciani, Giacomo, 
eds., The Rentier State, Croom Helm, 1987, p.10. 
26) Ibid., p.11. 
27) Beblawi, Hazem, "The Rentier State in the Arab World" in Ibid., pp51-52. 






























                                                          
28) Koppers, Simon, Economic Analysis and Evaluation of the Gulf Cooperation Council, Peter 





































                                                          
29) ただし，同契約の場合，一般的には「コスト回収分＋利益相当額」相当分の生産物（石油）を購入でき
る権利がついてくる。 
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